
令和６年度 財務部 経営方針                
 

令和７年３月 

財務部長 蘆田 祐幸 

１ 部・室の基本方針 

（１）部の組織目標 
（２）「まちづくり構想 福知山」で掲げる政策・施策の実現、及び行政改革大綱 2022-2026 

の取組推進に向けた部内の運営方針 

市民が幸せに生きるための将来像実現に向けた「まちづくり構想 福知山」に掲

げた施策が実行できるよう、持続可能な財政構造の堅持に努めることを念頭に戦略

的な思考と実践ができる組織をめざす。 

また、職員一人ひとりが組織目標の実現に向かって能力を最大限に発揮し、働き

がいや使命感を持って職務を遂行することにより、効果的・効率的な行財政運営と

組織の活性化に繋げる。 

[運営方針] 

①適正かつ効率的な予算執行に向けて、入札・契約制度の確立と更なる拡大を図る。 

②中期財政見通しの策定により、行政改革大綱 2022－2026 に掲げた財政４指標の健全性堅持を図る。 

③公共施設マネジメントや公民連携の積極的な推進等による資産活用システムの構築により、持続可

能な公共サービスの提供と将来への財政負担の軽減を図る。 

④市税において更なる適正な課税客体の把握と納税しやすい環境の推奨により、収入未済額の縮減を

図る。 

 

[行動規範] 

①効率的で効果的な事務執行と最小の経費で最大の事業効果を追求する。 

②主要課題・業務・行事の年間スケジュールの共有により業務工程管理の徹底を図る。 

③常に新しい情報の更新・収集に努め、部内の情報共有（報・連・相のループ）に努める。 

④常に前向きな姿勢と多角的な視点により担当事務の改善や新たな課題にチャレンジする。 

 

２ 令和６年度の重点目標 

No 重点目標 
現状認識（重点目標の背景にある 

現状と課題、社会の動向など） 
取組内容及び成果目標 達成状況（年度末評価） 達成度 

1 

計画的かつ迅速な公共事業の執

行と時代に即応する入札制度改

革 

公正・公平で透明な競争の下で公共調達

を行い、地域経済の発展、市民の安心・

安全の確保、適切な労働環境の確保、社

会貢献の促進を実現するための公契約

大綱の基本方針に基づき、公共事業の執

行を行うとともに、現状の入札・契約制

度の更なる検証を行い、更に公平・公正

で透明性にある競争をめざす。 

 

【取組内容】 

・委任課及び受任課における案件の四半期毎の

発注見通し情報共有に加え、適正工期を踏まえ

た個別具体的な発注時期の調整と進捗管理を

行い、計画どおりの発注をめざす。 

・価格競争を原則とし、公募型プロポーザル方

式等の統一的な運用や各発注方式実施に係る

制度適合性を整理する。 

 

【成果指標】 

・第３四半期全件発注完了。 

・入札不調解消に係る新たな方法や制度設計を

研究、検討し、効果の発現化を図る。 

 

●入札不調は数件あったものの第３四半期

には当初発注案件すべての受任ができ、２

月末時点で全件契約も完了し、繰越案件数

も減となった。補正予算での繰越案件は次

年度の第１四半期に発注予定としＲ７現年

度分は引き続き発注見通しに基づいた入札

契約及び発注事務を行う。 

●プロポーザル方式は所管課と連携し運用

委員会で審議を行い統一的な運用ができ

た。 

●入札制度改革等検討委員会において、発

注標準及び入札方法について改訂を行っ

た。引き続き、各発注方式実施に係る制度適

合性については、検証を行い引き続き実施

していく。 

Ｃ 



2 持続可能な財政構造の堅持 

第６次行政改革及び財政構造健全化指

針により、健全化された財政構造を堅持

すべく、令和４年度から８年度までを計

画期間とする行政改革大綱と持続可能

な財政運営の基本方針に基づき、行財政

運営を進めていく上での執行管理及び

次年度の予算編成に向けた取り組みを

進める。 

【取組内容】 

・「持続可能な財政構造の基本方針」で定めた財

政４指標の健全性堅持に向けた取組みを展開

する。 

・庁内及び市民に対して周知徹底を図るととも

に決算の状況や財政運営上の課題についても

情報提供し共有を図る。 

・事業の早期進捗を促すとともに、予算編成に

おいて新規、拡充事業については担当課での財

源確保の徹底に努めつつ、また次年度以降の事

業量の把握を図りながら健全な財政運営に資

する。 

 

【成果指標】 

・基本方針で設定する４つの目標値の堅持 

①経常的な支出額 324 億円以下 

②財源対策基金残高 40～45 億円 

③公共施設等総合管理基金への積立額 

毎年度 2.9 億円以上 

④市民一人あたりの実質的な市債残高 

166,462 円以下 

・人事院勧告に基づく人件費増嵩へ対応す

る必要があることや、一般財源的な活用を

図る基金の残高が減少しており、非常に厳

しい財政状況であることについて周知徹底

を行い全庁的理解は一定進んだと考える。 

・７年度予算は、物価や労務費の上昇、人件

費の増加など非常に厳しい環境下での予算

編成となったが、公約事業を中心に一定メ

リハリをつけた編成ができたと考える。 

 

【成果指標の達成状況】 

・基本方針で定めた４つの目標値の達成状

況については、令和６年度決算値で検証・評

価を行い、毎年ローリングを行いながら達

成に向けた取組みを継続していく。 

Ｃ 

3 
公民連携手法を活用した資産マ

ネジメントの推進 

過去に建設された公共施設等の大量更

新時期を迎える一方で、人口減少での

財源の縮小や施設の利用需要の変化に

対応するため、公共施設の更新・統廃

合・長寿命化等を計画的に行うことに

よる財政負担の軽減・平準化さらに、

公共施設等の最適配置の実現が求めら

れている。 

第 2次基本計画の策定を進めながら公

共施設マネジメントや公民連携の積極

的な推進等による資産活用システムの

構築により、持続可能な公共サービス

の提供と将来への財政負担の軽減を図

る。 

 

【取組内容】 

・公共施設マネジメント後期実施計画及び個別

施設計画の進捗管理の徹底を図るとともに施

設の長寿命化等を計画的に実施する。 

・用途廃止した大規模遊休資産の用地測量等を

行い、物件の商品化を進めるとともに、民間事

業者とのマッチングを実施し、積極かつ早急な

遊休資産の活用を推進する。 

・公共施設マネジメントによる創出土地や既存

の用途廃止財産の売却・貸付等を積極的に行

い、自立循環を図るための財源を確保する。 

・存続する施設の適正管理、市民の安心・安全

のため、新たな管理手法として公共施設等包括

管理業務の導入について検討する。 

 

【成果指標】 

・総量削減率（達成率）40％ 

・遊休資産利活用件数 3 件 

第 1期基本計画の最終年度であるＲ6年

度の削減面積は 10 年間で最も多い 7,458

㎡の削減が図れた。 

関係課とともに次期基本計画及び前期実

施計画を策定した。 

廃校のほか中規模施設（旧中夜久野保育

園等）のコンテスト形式を採用した活用事

業に取り組んだ。 

用途廃止財産等の未利用財産の公表を行

い、購入等希望者の発掘に取り組んだ。 

公共施設等包括管理業務の導入について

8/1 に提案事業者の募集を開始。三者の提

案から優先交渉権者を選定。地元事業者、

職員への説明会を実施しＲ7年度業務開始

に向け準備に取り組んだ。 

総量削減率 42.1％ 

利活用件数 3 件（旧公誠小（更新）・旧俊

明多目的集会所・旧中夜久野保育園） 

Ｃ 



4 
適正な課税客体の把握と収入未

済額の縮減 

「まちづくり構想 福知山」に掲げた

施策を着実に推進するには独自財源で

ある市税収入の確保が重要である。 

地方税法に基づき市税の適正な課税客

体のさらなる把握や、納税しやすい環

境を推奨することにより、収納率の向

上を図るなど市税収入の確保に努め

る。 

【取組内容】 

・小型特殊自動車（農耕用）の未申告調査及び

地方税機構との連携による法人市民税の未申

告法人、償却資産等の調査を実施し課税客体を

掘り起こす。 

・スマホアプリによる電子決済、口座振替、コ

ンビニ納付などの利用を納税者に推奨し、納税

者への利便性の向上により収納率の向上を図

る。 

 

【成果指標】 

・課税客体の掘り起こしによる増収 

前年度実績を超える増収額 

・前年度実績を超える収納率の確保 

【取組結果】 

調査等による新たな課税は以下のとおり 

・農耕車  のべ 38 台        76 千円 

・未申告法人    1 法人       60 千円 

・償却資産    83 事業者  33,099 千円 

課税客体掘り起こしによる増収 3,324 万円 

 

・ﾊﾞｰｺ-ﾄﾞ読込や QR コードを活用した様々

な納付方法（ｸﾚｼﾞｯﾄ払い、D払い、auPAY 等）

の提供により、多様なライフスタイルに合

わせた納付が可能となっており、それによ

り収納率としては、ほぼ前年度並みとなる

見込み。 

２月末収納率 R6：93.59% R5：94.19% 

Ｃ 

5 
人材育成の強化とデジタル化の

推進 

財政構造健全化や公共施設マネジメン

トの取組などの個別具体的な取組を通

して、行財政経営マネジメントのスキ

ルを部内で共有化を図り、各所属での

ＯＪＴを通して事務事業点検やリスク

マネジメントを行い、個人の能力向上

や組織の活性化に活かす。 

【取組内容】 

・課、係内会議による業務プロセスの相互理解

及び業務再点検を図り更なる深化を図るとと

もに可能なものについては、ＡＩ－ＯＣＲ、Ｒ

ＰＡ等を積極的に活用し業務効率化を図る。 

 

【成果指標】 

・業務改善による時間外勤務の縮減 

 前年度以下 

【取組結果】 

・選挙事務や R6 年度特殊事情（定額減税）、

R5 災害復旧工事の発注業務などにより、対

前年度からの削減は部全体では未達成 

 

・以下の取組みにより、特に税務課の超過

勤務の削減を図ることができた。RPA の活用

を継続するとともに、新たな取組を実施す

ることによる全庁的な業務時間の削減が予

想される（少なくとも 1,000 時間以上が削

減可能） 

・庁内全体の相続代表人の調査に係る業務

改善（ﾕﾆｯﾄﾍﾞｰｽを活用 R7.3～） 

・固定資産における課税資料のデジタル化 

Ｃ 

 

【達成度】 

区分 達成の度合 定量的な判断基準 定性的な判断基準 

Ａ 目標を著しく上回る成果をもって達成 達成水準に対して 150％以上の成果 期待を大幅に上回る成果 

Ｂ 目標を上回る達成 達成水準に対して 110％以上の成果 期待以上の成果を挙げた 

Ｃ 目標通りに達成 達成水準通り（100％）の成果 ほぼ期待通りの成果を挙げた 

Ｄ 目標を未達成 
達成水準に対して 100％未満 

複数の成果目標に対して一部未達成 
期待通りの成果に至らなかった 

Ｅ 目標を著しく未達成 達成水準に対して 50％未満 期待を大幅に下回る結果 

  



３ 所管部署が関与する庁内推進組織 

推進組織の名称 役割等 所管事項（概要） 令和６年度取組内容 進捗状況（事務局課のみ記載） 

公共施設マネジメント推進本部会議 
事務局 

（資産活用課） 

公共施設マネジメントの

推進 

公共施設マネジメント推進における課題への対策 

民間提案制度・包括民間委託等の推進 

推進本部会議を３回開催し、民間提

案制度による活用事業者募集と包

括民間委託について導入に向けて

の検討を進めた。 

公共施設マネジメント検討会議 
事務局 

（資産活用課） 

公共施設マネジメントの

推進 

公共施設マネジメント推進における課題への対策 

民間提案制度・包括民間委託等の推進 

検討委員会を２回開催し、民間提案

制度による活用事業者募集と包括

民間委託については導入に向けて

の検討を進めた 

 


